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1. 事業内容・実施方法 
本業務では、「中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン」の考え方を踏まえ、地域ぐるみで地元中

小企業等の人的資本経営を推進する体制「下関の人事部」の構築に取り組むことで、「人」をビジネスのキ
ーとする組織文化（「人的資本経営」）を醸成し、浸透を図る。 

令和７年度は、経営支援機関等を巻き込んだ協議会を開催し、同人事部の運用ルールの策定を行うこと
で、下関の人事部プラットフォームの構築に取組む。また、支援機関向けの勉強会や副業人材のマッチン
グ、リスキリングの推進を通じて、企業の人材課題解決に向けた具体的な支援を提供する。さらに、本市
の課題となっている事業承継問題にも取り組み、人材課題と事業承継問題を解決する下関の人事部プラッ
トフォームの構築を目指す。  

事業全体の流れとしては以下の通りであり、各章で報告内容を記載する。 
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2. 下関の人事部プラットフォームの構築 
2-1. 経営支援機関等への個別ヒアリングおよび連携体制の整理  
本事業の概要や取組背景、今後の展望などを説明し、また各機関におけるビジョンや課題や特徴（強

み・弱み）についてのヒアリングを通して、経営支援機関同士の役割分担と補完関係を整理した。また連
携体制の可視化をするため、下関市内の商工団体、金融機関、教育機関等に下関市と個別ヒアリングを実
施した。また、教育機関については、リスキリング推進の観点で連携を図ることとした。 

 支援機関 意見
 商工団体① ・職員の人手不足でリスキリング等に割く余裕がない 

・副業・兼業人材活用の認知度が低いので、会員企業も副業人材に懐疑的である 
・下関は DX 推進の土台がない 
・DX で出来ることは、中小機構の無料相談、Y-BASE の専門家派遣 
・セミナーの開催数は今後減らしていく 
・事業承継について、過去に事業承継のアンケート調査を行ったが、回答した事業者 

全てを支援できたわけではない。単年度事業で終了したため、現在、どうなってい 
るか後追いできていない 

・下関の人事部での連携は部会（小売商業・観光）や委員会等で事業の紹介やセミナ 
ーPR 等可能

 金融機関① ・支援機関の役割分担については、早く提示すべきでないか 
・今後、連携するに当たっては各々のインセンティブを考えるべき 
・事業承継については、前回の協議会のようなスキームであれば難しいが、銀行でビ 

ジネスにならない等対応できない部分に関して、人事部の窓口に促す形であれば可 
能ではないか 

・ただし、人事部を運営する市が個人情報等しっかりリスク管理する必要がある。 
金融機関同士の同意書は必要になるだろう。 

・複数の金融機関同士の締結は例がないが、同意書締結は特に抵抗感はない 
・各支援機関で役割を明示するのであれば、連携協定もしくは規定が必要になるので 

はないか 
・毎年、業種別にテーマを絞った支援してはどうか 

例：農業に絞った支援。政府の減反政策で米の生産が厳しい状況なので米農家の人 
材確保支援等。事例としては、楽天農業の取組あり。

 経営者団体① ・副業・兼業人材はプロ人材等の専門家に繋ぐことができる 
・人事部との連携は、8 月末にある下関支部の各組合長が集まる場があるので、人事 

部事業の説明やセミナー等の紹介をしてもらうことは可能
 外郭団体① ・人的資本経営等の人材支援や DX 支援等で県と市で重複している事業が多いが、内 

容は異なるため連携は難しいと感じている。県と市で予算編成時に協議等いただき 
たい 

・企業のブランド力向上を掲げていくことが重要。下関市のブランドイメージをあげ 
ることができるかを含めて、企業と連携を図っている 

・創業から廃業の一貫支援はできないか 
・DX（産業人材課）・GX（産業脱炭素化推進室）、リスキリング（労働政策課）は県 

でも担当部署が全て異なる 
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 ・下関の人事部の目的や目標が不明瞭である。旧市と旧４町で地域の状況は異なるた 
め、下関市の地域的な課題は何か整理した方が良いのではないか

 外郭団体② ・事業承継のアンケート調査を実施する前に、内容を確認したい 
・下関の人事部構想で、市が実施する個別相談会を通じた県内初の事業承継マッチン 

グ案件ができるのではないか。市長記者会見等で発表できないか 
・人事部で連携できる分野は、下関市で 6 月から月 2 回実施している事業承継個別相 

談会と後継者人材バンクの紹介である
 金融機関② ・巡回訪問で事業者に直接話を聞いているが、事業者から特に要望はなく、当社も 

情報が少ない。巡回訪問で事業者から事業承継の相談等あれば事業承継・引継ぎ支 
援センターと連携している 

・センターへの紹介件数は現状国から直接求められていないが、その他事業で案件の 
紹介について、国から件数を求められていることもあり、下関市の個別相談会に直 
接繋ぐことは難しいかもしれない 

・下関の人事部の参加は、地域に近い支店単位で考えている 
・将来的には、規約や協定といったものがあった方が支援機関の役割が明確になるの 

で良いのではないか
 自治体 ・プロ人材の活用は年々増えているが、理解が浸透していない 

・人的資本経営は県内の事業者にあまり浸透していない 
・令和 7 年度の人的資本経営事業はセミナーを実施し、その後先進企業を呼んでケー 

ススタディを実施する予定である 
・支援できることはするが、人事部の活動はプロ拠点と連携するのがいいの 

ではないか。プロ拠点は令和 9 年まで活動する予定
 金融機関③ ・副業兼業人材は当社の業務でないこともあり、連携は難しい部分がある。事業者 

から相談があれば、よろず支援拠点やプロ人材拠点、産業雇用安定センターと連携 
していることが多い 

・事業承継に関しては、民間の金融機関の範囲外を担当している 
・当社も事業承継の相談会を年 2 回実施している 
・顧客の情報を市や支援機関に共有することは難しいが、事業者を市の個別相談会等 

に紹介することは可能である 
・事業承継相談窓口は、当社以外にも市や金融機関等のいろんな選択肢があってよ 

いのではないか 
・全国にネットワークを持っていることが当社の強みである

 支援機関 ・令和 6 年度実施したリカレント講座を今年度も 9 月に開講する
 金融機関④ ・兼業副業人材の支援は難しい 

・農業分野では長門地域、DX テーマで宇部地域との連携実績あり 
・事業承継についてはメンバーを絞って対応し、引継ぎ支援センターや外部の民間企 

業と連携している 
・事業承継の対象は山口県内、中小小規模事業者、売上が数十億以内 
・県外での売り買いを希望される場合は外部組織として連携している 
・最近多いのは百億企業の動きで買い手からの問い合わせである。体力あるうちに売 

ってしまいたい企業も一定数いる
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ヒアリング等を踏まえ、経営支援機関同士の役割分担と補完関係を以下のとおり整理した。 
各支援機関においては、日常業務（巡回訪問、融資・経営相談対応、各種支援施策の運営等）が優先さ

れる中で、追加的にプラットフォーム運営の中核機能を担うための人的リソースの確保が難しいこと、ま
た、副業・兼業人材活用や人的資本経営、リスキリング支援等の領域については、機関によって支援ノウ
ハウや実務経験が十分でないとの課題認識が複数あった。加えて、金融機関を中心に、企業情報・個人情
報の取扱いに関するリスク管理の必要性が指摘され、機関横断での情報共有に係る運用ルール等の整備が
前提となる点も確認された。 

以上より、令和 7 年度時点では、特定の単一機関が中核的役割を恒常的に担う体制を構築することは困
難であるとの整理に至った。 

 
＜経営支援機関同士の役割分担と補完関係＞ 

 
 

2-2.「下関の人事部」における協議会等の開催・運営 
①  実施概要・目的 
下関市内の中小企業支援に関わる多様な組織・団体等との協議を通じて、 地域企業のニーズ把握、経営

支援機関の取組意欲・課題の把握及び対話、構想／計画（支援ターゲットやコンセプト・ロードマップの
策定、 中核機関・ステークホルダーの役割・機能整理 等 ）に取り組むために、下関市・商工団体・金融
機関・教育機関・ 民間事業者等で構成される協議会を設置した。また、協議会における議論を補完し実効
性に繋げることを目的とした、協議会参加機関の実務者による協議も併せて、実施した。 

 

 
① 参加者/議論内容 

参加者（敬称略・順不同）は以下とする。各回の詳細の参加者情報は割愛する。 
 

 開催日時
 協議会（第 1 回） 令和 7 年 8 月 21 日 14:00∼16:00
 実務者協議会 令和 7 年 10 月 3 日 13:00∼14:00
 協議会（第 2 回） 令和 8 年 3 月 25 日 15:00∼16:30
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また、各回での議論内容は以下とする。 
■協議会（第一回） 

 
■実務者協議会 

 

 協議会（第 1 回） 実務者協議会 協議会（第 2 回）
 下関市商工会 

下関商工会議所 
山口銀行 本店 
西京銀行 下関支店 
日本政策金融公庫 下関支店 
山口県信用保証協会 
山口県中小企業団体中央会 
公益財団法人やまぐち産業振

興財団 
  経済産業省中国経済産業局（オ
ンライン） 

山口県 
独立行政法人中小企業基盤整

備機構 中国本部 
下関市 
下関市 副市長

下関市商工会 
下関商工会議所 
山口銀行 本店 
西京銀行 下関支店 
日本政策金融公庫 下関支店 
山口県信用保証協会 下関支店 
公益財団法人やまぐち産業振

興財団 
独立行政法人中小企業基盤整

備機構 中国本部 
下関市

下関市商工会 
下関商工会議所 
山口銀行 本店 
日本政策金融公庫 下関支店 
山口県信用保証協会 下関支

店 
山口県中小企業団体中央会 
公益財団法人やまぐち産業振

興財団 
経済産業省中国経済産業局（オ

ンライン） 
山口県（オンライン） 
下関市立大学 
独立行政法人中小企業基盤整

備機構 中国本部 
独立行政法人中小企業基盤整

備機構 全国本部

 議論テーマ
 ž 参加者の紹介 

ž 令和 6 年度の取組紹介 
ž 本年度事業の取組内容の説明 
ž 他地域の事例の共有 
ž 参加者意見交換「下関の人事部として、地域のどのような人材課題に取り組めると良いか」 
ž 今後のスケジュール等の共有

 議論テーマ
 ž 実務者協議会の趣旨の説明 

ž 参加者間の情報交換 
① 各組織における事業承継支援の位置づけ（各組織内の方針等） 
② 事業承継支援における取組概要 （ターゲット企業の属性や実施内容等） 
③ 取組上の課題 
④ 直近のスケジュール（セミナーやイベント等） 
⑤ 下関市の人事部に対してのご要望
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■協議会（第二回） 

 

2-3. 人材戦略策定ノウハウ向上プログラム 
① 実施概要・目的 

本事業で実施する集中支援企業を対象とした OJT 支援事例の創出を目的に、経営支援機関が実際の現
場で人材課題や事業承継に対するアプローチを実践するスキルを取得するためのセミナーを実施した。 

 

 
② 実施詳細 

 
 
 

 

 議論テーマ
 ž 本年度の取組報告 

ž 本年度事業のアンケート結果の説明および意見交換 
ž 次年度事業方針案説明 
ž 参加者意見交換①「事業承継支援について」 
ž 参加者意見交換②「各参画機関との連携の可能性について」

 開催日時 テーマ

 令和 7 年 10 月 3 日（金） 
14:30∼16:30

・セミナーに参加した支援機関により、本事業に参加をする企業が開拓・ 
紹介される（副業等） 

・協議会に参加をしている支援機関がセミナーに参加することで、協議会 
参加メンバー間の交流やエンゲージメントを高める

 項目 内容
 テーマ 経営支援機関において、企業支援における人材支援の意義を理解いただき、セミ

ナーの内容を通じて各組織で取り組める内容について検討いただく 
市内企業において、企業の成長戦略と人材戦略を結びつけることの意義を理解
いただいたうえで、外部人材の活用・人材の育成（DX 等）また定着における取
組（働き方改革等）のアクションに取り組んでいただく

 開催場所 唐戸市場大会議室 下関市唐戸町 5-50
 対象 下関市内企業の経営者・人事担当者・経営支援機関等
 参加数 8 機関 16 社 
 当日の内容 1.挨拶/事業概要の説明 

2.地域の人事部の事例紹介/トークセッション 
3.閉会/今後のご案内

 実施方法 現地開催
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■アンケート結果 

 
 

 

 
満足度

今後の集中支援（副業人材マッチング、事業承継の相
談等）に参加したいかどうか

 

 

 経営課題（上位 3 つ）
 

  
確保できている人材像（役割別）

 
確保したい人材像（役割別）

 

  
民間サービス（人材紹介会社・求人広告サービス等）の利用状況
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＜セミナーの感想＞ 
・人材課題について網羅的にお話しいただき、参考になった。気付きが多かった 
・少し内容が多くスピードが速かったため、ついていけなかった 
・人事に関する最新の情報や考え方が学習でき 満足できる内容だった 
・グループワークではいろいろな立場の方のお話が聞けて、今後の参考になった  
・少子化が加速する中で凝り固まった考え方を変える事が出来た。 建設業、設備業なのでマッチングが可 

能かは分からないが、新たなアイデアを頂く機会もあれば是非ともお願いしたい 
 

3. 中小企業等への啓蒙・啓発 

3-1. 副業人材活用促進プロジェクトによる人材の確保および育成 
 

① 実施概要・目的 
下関市内において、企業 DX、働き方改革、デジタルマーケティング等に関するプロジェクトを通じ

て、都市部等の副業人材と中小企業等のジョブマッチング（面談）を実施した。中小企業等と副業人材と
のマッチングにあたっては、マッチング前に現地でフィールドワークを実施し、デジタル化推進・人材育
成を支援すべく、求人資料の作成や契約内容の調整など、必要なフォローを行った。マッチング企業数は
5 社以上を目標とした。 
 
② 参加企業 

参加企業は、下表のとおりである。 

 
 

 NO 業界 企業課題 
 1

建設業
・自社における業務改善・DX 化  
・新規事業開発 

 2 保健・医療・福祉業 ・バックオフィス業務の人材不足（経理・労務部門）
 3

建設業

・デジタル技術の活用 
・教育実習等の人材育成 
・人事評価制度の見直し

 4

食品製造業

・通信販売部門の売上拡大 
・企業 PR・認知拡大（SNS を活用した情報発信を含む） 
・都心部へ向けての販路拡大

 5
食品製造業

・BtoB の営業強化・販路拡大 
・自社商品のブランディング支援

 6

不動産業

・若い世代の発想を取り入れた情報発信の仕組みづくり 
・施設全体としての方向性の統一 
・SNS やイベントを通じた“体験型の賑わいづくり”事業開発
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③ 現地フィールドワーク 

 
 
■アンケート結果 
＜参加者＞ 

 
＜参加企業＞ 
プログラムを通じての感想 
・自社を理解したうえで、様々な提案をいただき、驚いたと同時に感動した。感謝している。 
・普段なかなか出会えないようなスキルを持った方々と交流でき、これまでにない新しい事業のアイディ
アが生まれた。 
・自社の課題を外部に話す機会があまりなく、外部からの意見を知れてとても新鮮だった。 
・自社内では相談相手がいないので、外部の方と意見交換をすることで、課題や今後の方向性を整理する
ことができた。 

 

 項目 内容
 日時 令和 7 年 11 月 15 日（土）～11 月 16 日（日）
 開催場所 下関市内
 参加者数 12 名  
 参加企業 6 社

 満足度と満足度の理由
 

 

 ・社長の皆さんやフリーランスの方々など普段関わる事がない方々からお話を聞く事ができ、 
刺激になった。 
・経営を良くしていこうという想いが感じられた。 
・下関の企業様がお持ちの未来像や課題に触れることができた。 
・同じ参加者の方々の視点も勉強になった。 
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④ 提案書数 

 
⑤ マッチング事例（1 件） 

 
⑥ まとめと考察 
・本プログラムを通じて、1 件のマッチング事例を創出した 
・マッチングに至らなかった経緯として、「業界特有の専門知識の不足」「既存業務と役割のすみわけがで 

きない」等があげられた。次年度以降は、事前ヒアリングを通じて、参加企業の業務の棚卸し等、あえ
て業界外の視点を取り入れるべき業務の整理・切り出しをする伴走型支援を強化する。また、異業界の外 

部人材活用によっての成功事例を訴求し、活用のメリットを提示することで、専門性に捉われない柔軟 
な受入体制の構築を促す 

・マッチングに至らなかったとしても、本プログラムを通じて「外部人材活用に対する理解が深まった」 
「自社の強み・弱みを再認識できた」「自社の経営課題の優先順位づけができた」等、今後の経営方針に 
ついての明確化に繋がった 

 

 提案書提出数 マッチング面談数 連絡先交換数
 18 件 8 件 6 件
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3-2. 働き方改革およびリスキリング促進プロジェクトによるデジタル人材の育成 
 

① 実施概要・目的 
中小企業等において、デジタル領域をはじめとした特定専門領域の強化が経営課題となっていることを

受け、企業の競争優位を確立するため、企業の成長戦略と人材戦略を結びつけることで人事面から効果を
測定できるよう、マネジメント可能な仕組みの構築を促進するためのセミナーを開催した。 

実施詳細 

 
 

 

 開催日時 テーマ

 令和 8 年 3 月 13 日（金） 
14:00～16:00

AI などの比較的関心のあるテーマであるセミナーを行うことで、次年度の
取組の告知を行うとともに、反応に応じて次年度のプログラムにも生かして
いく

 項目 内容
 テーマ 下関市内の中小企業が課題と感じる人手不足に対して、AI を活用した業務

効率化や業務の質の改善に取り組むべく、生成 AI を活用した講座を行い、実
際に AI の情報や事例に触れてもらいながら今後の業務改善の糸口を見つけ
てもらう。 

AI を切り口に社員の方のリスキリングの重要性や意義についても認識いた
だく。

 対象 下関市内の事業者向け 
 参加社数 38 社 51 名
 当日の内容 1. オープニング 

2.「普及が進む生成 AI の基本情報について」 
 LINE ヤフー株式会社 人事総務 CBU ピープル・デベロップメントユニ

ット 
人材開発ディビジョン 島袋 貴之氏  

3.「山口県内で進む AI の活用事例について」 
 やまぐち DX 推進拠点 Y-BASE コンサルタント 鈴木 景志郎氏  
4. 質疑応答 
5. 情報提供・クロージング

 実施方法 現地で実施
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＜アンケート結果＞ 
 セミナーの満足度 AI 活用をはじめ DX の必要性について
 

  

 AI を活用して、今後取り組みたいこと
 

 

 市が来年度実施予定の「中小企業 DX 伴走支援事
業」について、DX アドバイザーによる訪問診断や

アドバイスを受けたいかどうか

業務改善や生産性向上のため、従業員のデジタル
スキル習得など学び直しの必要性について

 

 デジタルスキル習得など学び直しに向けた課題
 

感じている 38  
感じていない 0

感じている 38  
感じていない 1
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3-3. 戦略的人材活用事例集作成 
本業務の取組みを経営支援機関や中小企業等に共有し、市全体で副業人材活用やリスキリング等につい

て促進することを目的とした事例集を作成した。副業人材活用促進プロジェクトにおける取組として副業
人材活用の背景から成果までを記載することで、市内中小企業の課題解決の選択肢として「副業人材の活
用」を現実的な手法であるという意識醸成を促すとともに、新たな課題解決の選択肢として定着させるこ
とを目指した。 

 
■事例集の項目 
・表紙 
・下関市が取り組む「副業人材」の概要 
・副業人材活用促進プロジェクトの概要 
・企業の抱える課題と副業人材との出会いの過程 
・マッチング事例/今後の展望（マッチングが生まれた企業のみ） 
 
▼事例集のイメージ（一部のみ抜粋） 

 

 ＜企業概要と経営課題等＞
 

 ＜マッチング事例＞
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4. 下関の人事部をハブとした事業継承支援対応モデルの構築 
 

4-1. 中小企業等へのアンケート調査・分析 
① 実施概要・目的 
下関市内の中小企業が抱える人材や事業承継に関する現状・課題を幅広く把握し、効果的な施策を行う

ことを目的に、市内事業者の 3000 社に対してアンケート調査を実施した。3000 社の企業の選定およびア
ンケートの送付は、下関市内の事業者データをもつ(株)東京商工リサーチの協力を得て行い、以下の結果
が得られた。 詳細のアンケート回答結果および本業にて作成をしたレポートについては、別添とする。 

　 

 

■アンケート項目 

 項目 内容
 回答方法 Microsoft forms または郵送
 アンケート回答期間 2025 年 9 月～2025 年 12 月末 

※当初 10 月末までの回答期間としていたが、郵送の回答が 12 月末まで
あったため 12 月までに届いたものを有効回答として計上した。

 有効回答数 595 件
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 ※全 25 項目の項目にて実施
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5. その他 
 

5-1. 参加企業に対する人材課題への取組状況のフォロー 
本業務に参加した中小企業等 13 社に対して人材課題への取組状況のフォローを実施した。そのうち、6 社に

ついては副業人材活用促進プロジェクトへの参加を通じて、現状のヒアリングとマッチングに向けた伴走支援
を行った。また、プロジェクトの参加に至らなかったものの、 別添のアンケートで「副業人材の活用について
興味がある」と回答いただいた企業に関しても、7 社フォローを実施した。多忙等により、応答が得られない企
業もあったが、1 社の個別訪問を行った。未訪問企業等についても、次年度以降、継続的にフォローを実施す
る。 
 

 

以上

 企業 フォロー時期 フォロー手段 フォロー内容
 

企業①
令和 7 年 10 月

～令和 8 年 3 月
電話・メール・

訪問
・副業人材活用促進プロジェクト参加における支援 
 （経営課題の整理・募集要項の棚卸・面談同席等）

 
企業②

令和 7 年 10 月
～令和 8 年 3 月

電話・メール・
訪問

・副業人材活用促進プロジェクト参加における支援 
（経営課題の整理・募集要項の棚卸・面談同席等）

 
企業③

令和 7 年 10 月
～令和 8 年 3 月

電話・メール・
訪問

 ・副業人材活用促進プロジェクト参加における支援 
（経営課題の整理・募集要項の棚卸・面談同席等）

 
企業④  

令和 7 年 10 月
～令和 8 年 3 月

電話・メール・
訪問

・副業人材活用促進プロジェクト参加における支援 
（経営課題の整理・募集要項の棚卸・面談同席等）

 
企業⑤

令和 7 年 10 月
～令和 8 年 3 月

電話・メール・
訪問

 ・副業人材活用促進プロジェクト参加における支援 
（経営課題の整理・募集要項の棚卸・面談同席等）

 
企業⑥

令和 7 年 10 月
～令和 8 年 3 月

電話・メール・
訪問

・副業人材活用促進プロジェクト参加における支援 
（経営課題の整理・募集要項の棚卸・面談同席等）

 

企業⑦ 令和 8 年 3 月 訪問
・下関市の取組の紹介 
・自社の人材課題における状況ヒアリングおよび課題 

の整理等
 

企業⑧ 令和 8 年 3 月
電話・メール ・下関市の取組の紹介

 
企業⑨ 令和 8 年 3 月

電話・メール ・下関市の取組の紹介

 
企業⑩ 令和 8 年 3 月

電話 ・下関市の取組の紹介

 
企業⑪ 令和 8 年 3 月

電話・メール ・下関市の取組の紹介

 
企業⑫ 令和 8 年 3 月

電話・メール ・下関市の取組の紹介

 

企業⑬
令和 8 年 3 月

電話 ・下関市の取組の紹介 
・自社の人材課題における状況ヒアリングおよび課題
の整理等
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はじめに（本アンケート及びレポート作成の背景）

2

 本レポートは下関市が令和7年度成長志向企業の経営力向上支援業務の一環で実施した
アンケート結果にもとづき作成をしております。下関市内の事業者の多くが課題として抱
えている事業承継や人材に関する課題に対して今後の政策の検討にすべく、生の声を把握
するために初めて実施いたしました。市内事業者3,000社に対してアンケートの送付を行
いましたが、結果として想定を超える約600社の事業者の方にご回答いただきました。
回答の分析からは、採用難や人材定着・後継者確保に関する課題が浮き彫りとなり、市内
事業者の方が抱える人材に関する危機感が感じられる結果となっております。

 本レポートを単なるデータとしてだけではなく、この結果を踏まえて具体的な市内事業
者への支援に繋げるべく、市内事業者を支援するという共通の志を持った皆様との活動に
活かしていけますと幸いです。

下関市産業振興部産業振興課 



目次

１．サマリー

２．アンケート結果

３．今後の打ち手の方向性

・事業承継の現状

・採用と人材活用の課題

・全国動向との比較

・経営者の属性と事業承継

・社内体制と外部連携  等

・採用活動の実態

参考（文末）：アンケートの内容
・本事業で実施したアンケートの項目

3
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１．サマリー
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アンケート調査の概要

調査目的：市内企業の事業承継や人材確保に
     関する現状と課題を把握し、今後
     の支援策の方向性を検討するため。

調査期間：
2025年9月26日～2025年12月15日

有効回答数：595社

回答企業の業種内訳

回答企業の従業員規模

本調査は、下関市の多様な業種・規模の企業からの回答に基づいています
5

調査対象：民間信用調査会社のデータベース
     を基に、下関市内に事業所を有す
     る企業3,000社を無作為に抽出



社会背景：物価高・金利上昇・人手不足等中小企業に厳しい経営環境

単純なコストカットだけではなく、商品・サービスの付加価値や生産性を高める動きが
中小企業においても重要になる。経営者の業務の効率化や従業員の育成も鍵に。

物価高の継続

価格への転嫁が難しい中小
企業において、生産・投資
コストの増加が収益を圧迫

「金利のある世界」の
到来

約30年ぶりの金利上昇は、
借入金依存の高い中小企業
においてはリスクに

賃上げの動きがある一方、
賃上げ余力が乏しい企業も
多い。人材不足と賃上げに
よる事業継続自体が困難に

賃上げと人手不足
のジレンマ

6



深刻化する後継者問題
廃業予定率

約25％
の企業が「継いでほしい人がいない・自分
の代で廃業するつもりである」と回答。

難航する人材確保
採用計画未達率

約49％
は採用計画が未達。採用活動を行った企業の
約半数が計画通りに人材を確保できていない。

上記回答に加え、経営者の多くが事業承継や人材不足について気軽に相談できる相手がいない
と感じており、課題解決に向けた第一歩を踏み出せずにいる。

サマリー①：深刻化する後継者問題と難航する人材確保
      下関市が直面する二大課題

7



約55％ 回答した経営者のうち
60歳以上の割合

全国平均との比較
※2024年度版中小企業白書より引用

経営者の多くが引退を意識する年齢に達している一方で、具体的な事業承継の準備が追いつい
ていない現状が浮き彫りに

サマリー②：経営者の約6割近くが60歳以上
      引退時期が迫るも、承継準備は進まず

55％
52％
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採用の課題

採用活動の成果は不十分

採用活動を行った企業の約49％
が目標人数を確保できず。

最大の障壁は「応募者不足」と回答
企業の魅力が求職者に届いていない可能性。

定着の課題

採用後の「定着」が不可欠

採用の成功は、入社後の活躍と定着があって
初めて意味をなす。
従業員が働き続けたいと思える職場環境作りが、
人材不足解決のもう一つの鍵となる。

サマリー③：入口（採用）と出口（定着）の双方に課題

9



2025年版「中小企業白書」が示す全国動向との比較

経営課題 全国の動向（中小企業白書より） 下関市の現状（本アンケート結果）

人手不足 構造的な人手不足が継続。
業績改善を伴わない賃上げも増加。

約半数の企業が採用計画未達。
「応募者不足」が最大の障壁。

事業承継 経営者の高齢化が進み、
事業承継は喫緊の課題。

経営者の約55％が60歳以上。
廃業予定率も約25％

経営力向上 環境変化に対応し成長を遂げるため
「経営力」の向上が不可欠。

経営者が採用活動を兼任。
外部に相談相手がいない企業も多数。

全国共通の課題が、下関市においても同様に、あるいはそれ以上に表出化

サマリー④：下関市の課題は、日本の縮図
      全国的な経営課題が市内でも深刻化
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2．アンケート結果
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アンケート結果①：経営者の60代以上が全体の半数以上
         特に60代以上の創業者が2割以上を占める
         

経営者の年齢分布 経営者の年齢層×承継状況

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

50歳未満 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

創業者 2代目 3代目 4代目以降

50歳未満 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

※未回答者を除いた591名にて算出
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アンケート結果①②の結果より、創業者かつ従業員が20名以下の小規模事業者に対しての事
業承継支援が今後の課題であることが見える。

アンケート結果②：規模の小さい企業ほど事業承継における
         対策が未実施

0%

5%

10%

15%

20%

0人（従業員はいない） 1～5名 6～20名 21～50名 51名以上
していない している 未回答
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事業承継に向けた対策の実施状況 M＆Aへの関心度

事業承継における対策不足が深刻な一方で、M
＆Aという新たな選択肢に関心を持つ経営者が一
定数存在しており、支援の潜在的なニーズがう
かがえる。（回答企業586社のうち13％が「検
討している」または「興味がある」と回答）

アンケート結果③：約6割の企業が承継準備に未着手
         一方で約8社に1社はM＆Aに関心

事業承継における対策について、回答企業451社
のうち約6割に近い57％の企業が事業承継に向け
ての対応をしていないと回答があった。

57％
(259社)

未対策

13％
（79社）

14



事業承継の予定 廃業予定と答えた層に絞った
経営者の年齢層

事業承継の意思を確認したところ、25％（149社）の企業が廃業予定と回答した。経営者の年齢層の分
布は全回答企業と比較すると、50-59歳の経営者の比率が多く、高齢以外の原因での廃業の要素がある
ことが推測される。

アンケート結果④：7割以上の企業が事業承継の意思がある   
         一方、4社に1社の割合で廃業予定

74％
継いでほしい・
迷っている

26％
（151社）
継いでほしい人
がいない・
廃業予定である

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

50歳未満 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上
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採用活動を行っても、多くの企業が求職者にリーチできず、人材確保に苦戦している。
従来の手法だけでは限界があることを示している。

アンケート結果⑤：半数が採用活動を実施するも、
         そのうちの半数近くは目標未達の可能性

595社

281社

129社

採用活動を実施した企業のうち、「ある程度確保できた」「十
分に確保ができた」と回答した企業を除いた数字

16



社内リソースの不足

402社(595社中)

の企業で「代表が採用を直接実施」または
「人事担当がおらず採用や定着における活動
をしていない」。
経営者も多忙な業務の合間に採用活動を行っ
ている実態が伺える。

外部連携の偏りと孤立

114社（595社中）

の企業は「相談できる相手がいない」と回答。
経営者が孤独に課題を抱え込んでいる。

外部相談先の状況
注：回答した企業のうち最多の258社が「ハロー
ワーク」と回答。続いて「相談できる相手がいな
い」が114社、「人材会社」が94社と続く。

アンケート結果⑤：リソース不足と相談相手の不在が、
         課題解決を阻む
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問い：外部相談先として「ハローワーク」を選択した企業が、実際に採用目標を達成できているのか？
（複数回答のため、選択肢の中に「ハローワーク」を選択した企業の回答をもとに集計）

ハローワークを利用している企業でも、回答企業（152社）のうち「十分に確保ができ
た」と回答した企業が14%、「ある程度確保できた」企業が42%という結果になった。
残りの44％の企業においてはハローワーク以外の選択肢にての支援可能性がある

アンケート結果の補足：ハローワーク利用企業の実績

全く確保できなかった
ほとんど確保できなかった

44％（67社） 
「まったく確保できなかった」「ほとんど確
保できなかった」の回答者数の合計
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アンケート結果の補足：アンケートから見える「経営者の声」
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アンケート結果⑥：業種ごとの人材不足の状況

「特に不足している職種はない」「その他」が多い。職種を上げた企業の中では、
「製造・生産」と「営業・販売」に人材不足が集中

0 50 100 150 200 250

特に不足している職種はない;

その他;

営業・販売

製造・生産;

事務・管理

研究・開発
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アンケート結果⑦：今後採用したい人材像

もっとも多かったのは「専門的な技術・知識を持つ人材」で次いで多かったのは「現
場のオペレーションを担う人材」「既存事業を効率化できる人材」と続く

0 50 100 150 200 250 300

専門的な技術・知識を持つ人材

現場のオペレーションを担う人材

既存事業を効率化できる人材

採用したい人材像はいない;

経営者の右腕となるマネジメント人材

新卒（将来の幹部候補）

新規事業を立ち上げられる人材

外部の専門家と連携できる人材
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0 50 100 150 200 250

応募をする人材が少ない;

人材不足を感じていない;

賃金や待遇面で他社に劣る;

離職が多く、人材が定着しない;

働き方や職場環境の魅力が乏しい

採用活動にかける時間・予算・人員が不足している

人材の採用や定着させるノウハウに乏しい

受注の増加等で人手が足りない;

アンケート結果⑧：人材不足の主な原因

もっとも多かったのは「応募をする人材が少ない」で、各社での対策不足に加えて市
場全体の構造的な原因であることも想定される
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アンケート結果⑨：副業人材※の活用可能性と関心度合い

従業員が小規模の企業や建設・小売業において「興味がある」と回答した企業の割合が高い

副業人材の活用を検討している企業

12.6％
(75社/595社)

23

※フリーランス（業務委託・副業人材を含む）と回答した層



アンケート結果⑩：具体的な支援のニーズ

事業承継においては、本事業期間中に個別相談を一部実施。事業承継・副業人材活用ともに
次年度事業に向けての支援対象候補になりうる。

事業承継における
個別相談会の希望数

21社
/595社

副業人材活用への関心

62社
/595社
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25

3．今後の打ち手の方向性
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下関市が直面する「承継」と「人材」の課題の構造

経営者の高齢化

後継者不在

地域の雇用・技術の喪失

産業リスクの増大

応募者不足

賃金・待遇の競争力低下

人材の定着難

既存事業の停滞・縮小

地域経済の
持続可能性

の低下

両者とも若者の人材不足が影響
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①事業承継支援の強化

早期の意識醸成と相談しやすい
場の設定。具体的な計画策定の
伴走支援等

②採用力・定着率向上の
支援

企業の魅力発信支援、職場環境
づくり、多様な人材（副業・兼
業等）活用の促進等

③経営力強化による成長
促進

経営者が事業成長に集中できる
環境整備、生産性向上支援、経
営者同士のネットワーク構築等

下関市の人事部として：今後の支援の方向性を示す3つの方針案

上記施策における議論の場の実施（協議会）

＋
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1. 早期の意識啓発と相談体制の構築

2. 事業承継計画策定のハンズオン支援

打ち手の方向性①：事業承継支援の具体案

28

内容：税理士や社会保険労務士などの専門家と連携し、資産評価、株式譲渡、従業員の処遇など、具体的で
   実践的な承継計画の策定をサポートする機会を提供する。

内容：経営者が早い段階からM＆Aや親族内承継など多様な選択肢を検討できるよう、テーマ別セミナーや
   個別相談会を実施。対象は現経営者に加え、将来の承継後継者（青年会議所メンバーなど）にも広げる。



採用力強化
・中小企業向け「採用ブランディング」支援

内容：企業の隠れた魅力を言語化・視覚化し、求職者に響く情報発信（採用サイト、
   SNS活用など）をサポート。

定着率向上
・職場環境改善コンサルティング
内容：従業員満足度調査やヒヤリングを通じて課題を可視化し、働きがいのある制度設計
   やコミュニケーション活性化策を提案・実行支援。エンゲージメント調査などの実施。

経営力強化
・経営基盤強化のための伴走支援

内容：AIの活用やDX導入による業務効率化、新たな販路開拓、資金調達戦略など、
   経営者が本業に集中できるようなサポートを行う。

施策の方向性② ：採用力・経営力強化の具体策
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下関市内企業の事業承継および人材に関する課題は、全国的な傾向以上に
深刻であり、対策は急務である。①

②

③

多くの経営者が事業承継や人材に関する相談先を求めている。
市内の各支援機関が連携し、企業の課題に寄り添う体制構築と
積極的な情報発信が有効である。

個社での解決には限界がある。支援機関と企業が一体となり、
地域全体で人材課題に取り組むという「意識醸成」そのものが、
市の未来への最も有効な一手となる。

まとめ：課題解決に向けた一体となった連携体制構築の必要性
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